
船橋市母子生活支援施設整備費補助金の交付に関する要綱 

 

第１ 通則 

母子生活支援施設整備費補助金については、予算の範囲内においてこの要綱に基づき

交付する。 

 

第２ 母子生活支援施設整備費補助金 

（交付目的） 

１ 母子生活支援施設整備費補助金（以下「整備費補助金」という。）は、児童福祉法（昭

和 22 年法律第 164 号）の規定に基づき、社会福祉法人、日本赤十字社、公益社団法人、

公益財団法人、特例社団法人及び特例財団法人（以下「社会福祉法人等」という。）が施

設整備を行う場合に、当該整備に要する費用の一部を補助することによって、施設入所

者等の福祉の向上を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

２ 「母子生活支援施設」とは、児童福祉法第７条第１項に規定する母子生活支援施設を

いう。 

 

３ 「施設整備」とは、次の表の整備区分に掲げる整備内容をいう。 

整備区分 整備内容 

創設 新たに施設を整備すること。 

増築 既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすること。 

増改築 既存施設の現在定員の増員を図るための増築整備をする

とともに既存施設の改築整備（一部改築を含む。）をするこ

と。 

改築 既存施設の現在定員の増員を行わないで改築整備（一部改

築を含む。）をすること。 

拡張 既存施設の現在定員の増員を行わないで施設の延面積の

増加を図る整備をすること。 

大規模修繕  既存施設について平成 20 年 6 月 12 日雇児発第 0612002

号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「次世代育成支援

対策施設整備交付金における大規模修繕等の取扱いについ

て」により整備をすること。 

スプリンクラー 

設備等整備 

平成 20年 6月 12日雇児発第 0612003号厚生労働省雇用

均等・児童家庭局長通知「次世代育成支援対策施設整備交付

金におけるスプリンクラー設備等の取扱いについて」により



整備をすること。 

老朽民間児童 

福祉施設整備 

 社会福祉法人が設置する施設について平成 20 年 6 月 12

日雇児発第 0612001 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

通知「老朽民間児童福祉施設の整備について」により改築整

備（一部改築を含む。）をすること。 

 

（交付の対象） 

４ 整備費補助金は、別表１の②欄に定める設置根拠により③欄に定める設置者が設置す

る母子生活支援施設に係る施設整備事業であって、次世代育成支援対策施設整備交付金

交付要綱（平成 20 年 6 月 12 日厚生労働省発雇児第 0612001 号厚生労働事務次官通知）

（以下「国庫交付金等交付要綱」という。）の交付の対象に該当する事業に交付する。 

 

（交付額の算定） 

５ 整備費補助金の交付額は、次により算出する。 

  ただし、事業ごとに算出された交付額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、

これを切り捨てるものとする。 

（１）創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備については、次に

より算出された額を交付額とする。 

（ア）  工事請負契約等を締結する単位ごとに、別表２－１の第４欄に定める対象経費

の実支出額の合計額と、総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場

合は、寄付金収入額を除く。）を控除した額とを比較して少ない方の額を選定す

る。 

（イ）  別表２－１の第２欄に定める種目ごとの第３欄により算出した基準額の合計

額を算出する。 

（ウ）  （ア）により選定された額と、（イ）により算出した額とを比較して少ない方

の額（以下「補助基本額」という。）に別表１の④欄に定める補助率を乗じて得

た額の範囲内の額を交付額とする。 

（２）（１）以外の事業については、施設ごとに次により算出するものとする。 

 （ア）  別表２－２の第２欄に定める種目ごとに、第３欄に定める基準額と、第４欄に

定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を選定する。 

 （イ）  （ア）により選定された額を別表２－２の第１欄に定める区分ごとに合算した

額と、当該区分ごとの総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人の場

合は、寄付金収入額を除く。）を控除した額とを比較して少ない方の額に別表１

の④欄に定める補助率を乗じて得た額の合計額の範囲内の額を交付額とする。 

（対象外費用等） 

６ 整備費補助金は、施設整備費において次に掲げる費用については補助の対象としない



ものとする。 

（１） 土地の買収又は整地に要する費用 

（２） 既存建物の買収（既存建物を買収することが、建物を新築することより効率的であ

ると認められる場合における当該建物の買収を除く。）に要する費用 

（３） 職員の宿舎に要する費用 

（４） その他施設整備費として適当と認められない費用 

 

（申請） 

７ 社会福祉法人等が整備費補助金の交付を申請しようとするときは、市長が定める期日

までに母子生活支援施設整備費補助金交付申請書（別記１－１）正副２部を市長に提出

しなければならない。 

 

（交付の条件） 

８ 整備費補助金の交付の決定は、次の条件が付されるものとする。 

（１） 事業に要する経費の配分を変更する場合には、市長の承認を受けなければならない。 

（２） 事業の内容のうち、次のものを変更するときは、市長の承認を受けなければならな

い。 

ア 建物の規模、構造（施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更を除く。） 

イ 建物等の用途 

ウ 入所定員又は利用定員 

（３） 事業を中止し、又は廃止するときは、市長の承認を受けなければならない。 

（４） 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合は、速や

かに市長に報告しその指示を受けなければならない。 

（５） 事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、

契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならない。 

（６） 社会福祉法人等が事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付す

るなど市が行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。 

（７） 社会福祉法人等が事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄

付金等の資金提供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄

付金を除く。 

（８） この補助金に係る補助金の交付と対象経費を重複して、お年玉付き郵便葉書等寄付

金配分金、又は財団法人ＪＫＡ若しくは公益財団法人日本財団の補助金の交付を受け

てはならない。 

（９） 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により取得

し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械及び器具については、補助金

等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30年政令第 255号）第１４条



第１項第２号により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで市長の承認を受け

ないで、この補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け又は

担保に供してはならない。 

（10） 社会福祉法人等が事業を実施したときは、当該事業に係る収入及び支出を明らかに

した帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証

拠書類を交付金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その

承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しなければならない。 

   ただし、事業により取得し、又は効用の増加した財産がある場合は、前記の期間を

経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は適化法施行令第 14条第 1項第 2号の

規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管し

ておかなければならない。 

（11） 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があったときは、その収入の全

部又は一部を市に納入させることがある。 

（12） 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても、

善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければな

らない。 

（13） 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金等に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額報告書（別記８－１）により速やかに市長に報告しなければならない。 

    なお、市長に報告があった場合には、当該仕入控除税額の全部又は一部を市に納付

させることがある。 

（14） （１）から（13）により付した条件に違反したときは、この補助金等の全部又は一

部を取り消すことがある。 

 

（承認申請） 

９ ８の規定により、承認又は指示を受けようとするときは、内容及び理由を記載した書

面を市長に提出しなければならない。 

 

（状況報告） 

１０ 社会福祉法人等が工事を着手したときは、母子生活支援施設整備費補助金による工

事着工報告書（別記３－１）により工事を着工した日から１週間以内に、また、工事進

ちょく状況については、母子生活支援施設整備費補助金による施設の工事進ちょく状況

報告（別記４－１）により、毎年度１２月末現在の状況を翌月の１０日までに各１部を

市長に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 



１１ 社会福祉法人等が実績報告をしようとするときは、事業の完了の日から起算して１

か月を経過した日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに母子生活支援施設

整備費補助金実績報告書（別記２－１）正副２部を市長に提出しなければならない。 

  なお、事業が翌年度にわたるときは、母子生活支援施設整備費補助金年度終了報告書

（別記５－１）をこの補助金等の交付決定に係る会計年度の翌年度の４月１５日までに

１部を市長に提出しなければならない。 

 

（交付の請求） 

１２ 社会福祉法人等が整備費補助金の交付を請求しようとするときは、母子生活支援施

設整備費補助金交付請求書（別記６－１）１部を市長に提出しなければならない。 

 

（概算払の請求） 

１３ 社会福祉法人等が整備費補助金の概算払を受けようとするときは、母子生活支援施

設整備費補助金概算払請求書（別記７－１）１部を市長に提出しなければならない。 

 

（補助金の返還） 

１４ 市長は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助

金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について返還することを命

ずる。 

 

（その他） 

１５ 特別の事情により５、７、１０及び１１に定める算定方法、手続によることができ

ない場合には、あらかじめ市長の承認を受けてその定めるところによるものとする。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年１１月１１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



別表１ 

① 施設の種類 ② 設置根拠 ③ 設置者 ④ 補助率 

児童福祉施設 

 母子生活支援施設 

児童福祉法第 35 条

第 4項 

社会福祉法人、日本

赤十字社、公益社団

法人、公益財団法人、 

特例社団法人又は特

例財団法人 

３／４ 

 

別表２－１ 

算定基準 

創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備 

１ 区分 ２ 種目 ３ 基準額 ４ 対象経費 

施設整備 本体工事費 ア 定員１人当たり基準単価を適用

する場合 

別表３に掲げる定員１人当たり基

準単価に定員を乗じて得た額を基準

額とする。 

イ １施設当たり基準単価を適用す

る場合 

別表３に掲げる１施設当たり基準

単価を基準額とする。 

ウ １世帯当たり基準単価を適用す

る場合 

別表３に掲げる１世帯当たり基準

単価に定員（世帯）を乗じて得た額を

基準額とする。 

エ 一部改築及び拡張 

 平成 20 年 6 月 12 日雇児発第

0612005 号厚生労働省雇用均等・児

童家庭局長通知「次世代育成支援対策

施設整備交付金における一部改築及

び拡張に係る交付金の算出方法の取

扱いについて」により算定された額を

基準額とする。 

オ 地域に密着した独自の事業を実

施するための場等を確保する整備で

施設の整備（施設の整

備と一体的に整備される

ものであって、市長が必

要と認めた整備を含む。）

に必要な工事費又は工事

請負費（第２の６に定め

る費用を除く。）及び工事

事務費（工事施行のため

直接必要な事務に要する

費用であって、旅費、消

耗品費、通信運搬費、印

刷製本費及び設計監督料

等をいい、その額は工事

費又は工事請負費の２．

６％に相当する額を限度

額とする。以下同じ。） 

ただし、別の補助（負

担）金又はこの種目とは

別の種目において別途補

助対象とする費用を除き

（以下同じ。）、工事費又

は工事請負費には、これ

と同等と認められる委託

費、分担金及び適当と認



あって、平成２０年６月１２日雇児発

第 0612008 号厚生労働省雇用均等・

児童家庭局通知「次世代育成支援対策

施設整備交付金における地域福祉の

推進等を図るためのスペース（地域交

流スペース）の整備について」に定め

る基準に適合する整備を行うときは、

別表３に定める基準単価を基準額と

する。 

められる購入費等を含む

（以下同じ。）。 

 特殊附帯工

事費 

別表３に掲げる１施設あたり基準

単価を基準額とする。 

特殊附帯工事費に必要

な工事費又は工事請負費 

（注）前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された基準単価を適用する。 

 

別表２－２ 

算定基準 

別表２－１に掲げる整備以外の事業 

１ 区分 ２ 種目 ３ 基準額 ４ 対象経費 

施設整備 本体工事費  大規模修繕等及びその他特別な工

事費については、市長が必要と認めた

額とする。ただし、第４欄に定める対

象経費の実支出額（以下「実支出額」

という。）がこれに満たないときは、

実支出額とする。 

施設整備に必要な工事

費又は工事請負費（第２

の６に定める費用を除

く。）及び工事事務費（工

事施工のために直接必要

な事務に要する費用であ

って、旅費、消耗品費、

通信運搬費、印刷製本費

及び設計監督料等をい

い、その額は、工事費又

は工事請負費の２．６％

に相当する額を限度額と

する。以下同じ。） 

 ただし、別の補助金等

又はこの種目とは別の種

目において別途補助対象

とする費用を除き（以下

同じ。）、工事費又は工事

請負費には、これと同等



と認められる委託費、分

担金及び適当と認められ

る購入費等を含む（以下

同じ。）。 

 スプリンク

ラー設備等

工事費（既存

施設） 

別表３に掲げる基準単価を基準と

する。 

スプリンクラー設備等

に必要な工事費又は工事

請負費 

 

別表３ 

補助基準額表 

施設の種類 単位 基準単価(円) 

母子生活支援施設本体 １世帯当たり 12,060,000 

 初度設備相当加算（注）１ １世帯当たり 98,000 

心理療法室整備加算 １施設当たり 27,060,000 

子育て短期支援事業のための居室等整備加算 １世帯当たり 6,640,000 

 初度設備相当加算（注）１ １世帯当たり 86,000 

病児・病後児保育事業のための保育室等を整備

する場合 

１人当たり 1,180,000 

母子家庭等子育て支援室整備加算 １人当たり 1,660,000 

 初度設備相当加算（注）１ １人当たり 28,000 

（注） 

１ 改築設備に係る初度設備相当加算は、基準単価の２分の１以内で市長が必要と認め

た額であること。 

２ 一部改築及び拡張に係る基準単価は、「次世代育成支援対策施設整備交付金における

一部改築及び拡張に係る交付金の算出方法の取扱いについて」（雇児発第 0612005号 平

成 20年 6月 12日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）によるものとする。（千円未

満切捨て） 

３ 母子生活支援施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場合には、当該本

体及び初度設備相当加算（一世帯当たり）の基準単価を適用する。 

４ 「病児・病後児保育事業のための保育室等を整備する場合」については、「保育対策

等推進事業の実施について（平成 20 年 6 月 9 日雇児発第 0609001 号通知）」に基づき、

病児・病後児保育事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施するための保育室等を

整備する場合に限る。 



５ 前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された基準単価を適用する。 

 

地域交流スペース 補助基本額 

施設の種類 地域交流スペース 防災拠点型 

本体 22,880,000 30,520,000 

初度設備相当加算 1,246,000 3,254,000 

（注）前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された基準単価を適用する。 

 

スプリンクラー設備工事費 補助基準額 

 スプリンクラー設備 

（既存施設における整備事業） 

基準単価（１㎡当たり） 12,000 

※創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る。 

 

 

特殊附帯工事 補助基準額 

標準 14,680,000 

（注）前年度から繰越を行った事業については、前年度に設定された基準単価を適用する。 


